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I はじめに
都市の成長に伴って，者I¥iliに作用する力として) C. C. Co11コy1)は遠J心力と求心力の二つの力がある
ことを認めた.とくに後者は都子1域の核心地帯に作用しつつ，そこで、の空間利mの集約化をより一
府高めるものであり， そのうちとりわけ金融j投能が典型的な例である. 都市が大都市段階に達する
と) J二記の過程で、は金融機能のうち貸付機能が特化する傾向にある. 同時に，都ili成長が進むにつれ
て，苦I~ínが木来 1'1守に有している機能として考えられた basic 機能2)のにjコにも，金融機能が最重要なも
のとして考えられ，ある都市に存在する金融機能は，周辺地域に対して広くその影響力を保持するも
のである.
金融機能は，上記のように大都市の都心部において， とくに重要な干支割を来たすために，注目され
てきた とくに) J Labasse3)は，世界の主安な大都市地域の都心部nこは，金融機能と管投能力L極
良:に集積する様相を認めた. この現象は rコントンにおける!日市部で昂空史的に業務地区として発達し
た Cityにちなんで) tシティ (City)現象Jと彼によって名づけられずこ.
このような金融機能が大都市減の都心部で、果たす役割にI~~J しては) j;出3m学者がJ平方jから着 I~! し) jiJT 
究を議積させてきた.そのうち木内信蔵4)は，前述の C.C. Co11コyを引用しつつ，業務機能が大都市
i習の中心に求心的に集中するものと考えたすなわち，会社・銀行が集仁|コするにド心地域の最もF'j抜を
術成するものは業務街としている. しかも， 1941年現在の普通銀行7長三金額をIzl化しながら当時の東
京の麹1IJ・1:1本橋両症に預金額が集l中し， 他区とi塙絶した様相が認、ぷちられることも明記している.
また，実 情降5)は，札1兜YIJを例にとっ，都心部における土地利用71ヲがもっ地代負担力，すなわち
実質地価に闘して，銀行が占める空間が最も高いことを示した.
以上のように都心部における金融機能の分析がなされてきたが，辺工年， とくに東京の都心部におい
て，金融機能が従来と異なった速度で、集積する様相が出現するようになってきた.すなわち) 1970年
代に入ってから) EI本では国内外の資金流動の活発化，金融機関業Z穿の国際化，門の国際化などによ
って) I金融の国際化Jが急速に進むようになった.そのため， 日オζの金融資本市場は，近年，急速
に拡大いそのまI模は1986年末には，イギリスを抜いて一世界第2{立となった. 1=1本の経済九経済規
模から考察すると) -r主界でのi弓の果たす役割はより まると され，そのための金融市場の環
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境整備が国際的にも要求されている.
上記のような「金融の国際化」によって，外国銀行や外国証券会社の1=1木への進出が急激に増大し
ている.とくに首都東京へのそれらの立地が，近年3 顕著になっている.このように，東京が国際金
融中心地として急速に成長した背景には， 日本の資本輸出由化，金問!の I-Igjj:!]イ七J. 1主i際化J， そ
して金融のグローパリゼーションの，相互に関連した三つの要因があることが指摘されてきため. す
なわち， 日本が1980年代中頃より，巨額な貿易黒字を去にして，急速に資本輸出国化し，世界の資金
供給中d心地としてj文長してきずこ・ この過f呈は， 191士紀後三|三から201立紀初頭にかけてイギリスのロンド
ンが，両大戦間にはアメリカ合衆国のニューヨークが，それぞれの国の資本輸出国化と対応しつつ，
国際的な金融中心地に成長したことと類似していた.
東京が国際的金融中心地に成長することとして， 日本政府がIgjらの金融市場を外国金融業者に対し
て規制緩和し 日本の金融の「自由化J. 1国際化」を推し進めたことがあった.
さらに，東京がロンドンに対して，約1401支の経度差を有し，同様にニューヨークに対しても約145
度の経度差をもっ. このような東京の地球上での地理I~Iサな好位置も， 金融のグローパリゼーシュン
(globalization)の進展に十分対応するものであった.すなわち， 世界の金融機関が24時間体1!IJで、為
替や証券の取引を行うことによって，従来のロンドン・ニューヨークの2大国際金融拠点に加えて，
東京の位置の価値が高まったことになる.
従来に観察できなかったような，近年の外国金融機関の日本への進出によって，東京都心部におい
て国際金融都市北が進み，そのために都心部でのオフィスビノレの需要拡大や人材の確保などの諸'問題
が生起するようになってきた.そのため，各分野から上記の問題に対して，研究や報告が出されるよ
うになっている7)
地理学の分野においても，高橋11~ヨ夫8) は在 1=1 外国銀行の支)苫・駐在員事務所が東京の千代 EI:IIさ;丸の
内・大手町に立地を進めている様相を指摘してきた.また，千葉立也9)は，従来の報告を基にして，
東京の国際金融都市化に関して概括的に論じている. しかし，両者とも東京の国際金融都市化がし、か
に進展しつつあるかの詳細な論議を行うには至っていない.
そこで，本論は，近年，東京において金融の自由化・国際化・グローバノレ化を背景にしながら，外
国の金融機関がし、かに進出しその結果，東京の都心部をいかに変容させているかを地域的観点から
論議することを日的とする.
本論では，外国の金融機関のうち，銀行・銀行の駐在員事務所，そして証券会社に限定して考察す
る.資料としては，大蔵省が発行する国際金融局年報を主に使用した.それは，夜毘外国銀行支出・
外国銀行事務所・証券業者の一覧表を1977年3月末日時点から，毎年，掲載している.その他の資料
として，各金融機関の名簿等を参照、しながら，上記の研究課題の解決に努めた.
瓦 外霞金融機関立地の経年的変化
立-1 外国銀行支)~5 ・事務所・外国証券業者の立地
前述のように，木項では外国金融機関のうち， とくに外国銀行と外国証券会社の日本への進出に関
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して，経年的な変化を追ってみたい.その際，進出の状況が大きく変わった時期を考慮して，以下の
3つの 1寺代に応じて見てみたい.なお，外国証券会社の進出は，第 2jVjの後半， とくに第 3)坊に入っ
て本格的に I~似合するようになった.
第 i期:1970年以前
日本への外国銀行進出の歴史は古い.江戸時代末期 (1850年代)に，手1:1蘭銀行が長1時の1.:1=¥島に代理
を設控したことを鳴矢としている 10) しかし，外国銀行が1:本へ本格的に進出するようになったの
は，第ニ次世界大戦後の占領下に置かれた1949年以降であった.戦後，最初に進出したのは，イギリ
スの StandardChartered Bank (本);5ロントン， 1949年12月28日開設)であり， 1月 1EIにはア
メりカの Bankof America， Citibank， The Chase Manhattan Bankがそれぞれ進出した.それら
以外に，当時，オランダ・インド・呑港・台湾それぞれの銀行 1 行の立地があり，合計 8 行14支);~î"が
設立された11)
第 1図は， 1987年12月末 iヨ現在わが匿に進出している外国銀行支);~~・外国銀行事務所・外国証券業
者の設立年度7JiJを示している.本区lからも読みとれるように， 1950年以前に設立したのはイギリスの
銀行の 2支j古， 1950年に設立した銀行は，アメりカ合衆国のもの 6 支出，香港 1 支);1;合計14支);~;であ
った" 1950年以前に設立した2支j古のうち 1支屈は東京の千代田区と他の支);5"は大阪市内に1950年に
設立した14支!苫のうち， 5支自が東京の千代131玄， 1支出が港区， 6支活が大阪市， 1支);1;が横浜市
と神戸市に，それぞれ立地した.東京と大阪そしてそれぞれの周辺部の2極の集仁|コ立地が認められる
ため，外国銀行の日本における立地は東京 l極型からはじまったものではなかった.また，アメリカ
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第 1図 在日外国銀行支J~5 ・外国銀行事務所・外国証券業者の年目Ij立地数(資料:大蔵省)
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合衆国の銀行が多いものの，その国籍もかなり多様なものであった.当時の外国銀行の中心的な業務
は，外国為替業務や外貨貸出業務であった.
そののち， 1950年代と60年代までは，外国銀行の進出はごく|浪られたものであった.
第2期:1970年代
1960年代までは， 日本の経済が国際化しておらずp 外国銀行は積極的に対日進出しようとする意欲
に乏しかったほか， 日本政府も経済力の十分備わっていないわが留の経済・金融に外国銀行進出の与
える影響を考慮した抑制I~I守な行政をとっていった. しかし， 1960年代後半から) Iヨ本経済も高度成長
期を迎え，企業による海外投資や海外活動が活発化しそれに呼応して世界の銀行の密際化戦1告の展
開も一段と高まりを見せるようになった.
1970年8月に銀行が第三次資本自由化業種に指定され， 日本政府の方針も I~ll主!の経済力のIill復を勘
案し，外留と相互に門戸を広げて銀行の国際化を進める方主I'~こ変わってきた. 1971年には，アメリカ
合衆愚・イタりア・スイス・ブラジノレなどの銀行8行に在日支自の開設を認める内示が与えられ，
1972・73年にも11行の外患銀行に同様な内示が出された.その結果) 1972'"'-'74年の 3年間には29行33
支}苫が設立されることとなった12) 第 11玄iに示されているように，上記のうち24支活が1987年12月末
自まで操業を続けていたことになる.
一方， 1973年秋の石油危機を契機として国際経済が困難な局面を迎え，銀行の国際業務の活動は従
来より不活発になった.また，当時， 日本では外国銀行の新規の進出を鐙先し，既に進出ずみの銀行
の支j苫増設は抑制する方針を打ち出したことも加わって，支広数増加の速度はやや鈍化した. このよ
うな状況は，第1図が示している. 周囲によると) 1974年の外国銀行支誌の開設は，すっすをかに1!苫に
とどまり， 1980年まで外国銀行の支j;5の開設と新たな進出の銀行がごく限られていた
当期後半における外国銀行支)苫の国内における分布状況に関しては，第2!玄iが示している. 1977年
東
者I1
第2図 在日外国銀行支}苫のi盟内分布 (1977年 3月末
1:3) (資料:大蔵省)
3月末日現在)76の外国銀行の支j苫が存在して
いたが， そのうち51支自が東京に立地してい
た。そして，大阪市にはおの支)苫が開設してお
り，東京の都市翻に入る横浜に3行，大阪の都
市圏に入る神戸に3行が操業していた.当時，
アメリカ系の銀行2行の支j古4行が沖縄に存在
したことも注尽される.
東京・大阪の二大拠点が，当時，すでに確立
していたが，そのうち，東京都では千代田・中
央・港の 3区にj苫舗の立地が限られていた. と
くに千代田区には， 日本全体の外出銀行数の突
に63.2%に相当する48行が集中していた.
第3図は，千代田・中央・港31玄に立地して
いた51支j古の分布を示しである.当時の外国銀
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行の分布状況は， 1:1 本の銀行のそれにほぼ類似している 13) すなわち，丸の内 1 丁目 '"'-'3 了 I~I，そし
て有楽町1丁目にかけたlil約300m，長さ約1，OOOmの細長い地帯であり， J R紋の東側に沿ってい
る.外国銀行群が日本の銀行群と混在してはいるものの，前者は丸の内3丁目から有楽町l了自にか
けて分布の中核があり，それに対して，後者は丸の内 1 了 I~I と大手I!IJ 1丁目にその中心が存在してい
て，分布の地域的重点がわずかに呉っている.
1970年代に入って，外国銀行の事務所の進出も増えてきた.これら駐在員事務所は営業行為は行え
ず， 当該外国銀行の日本における為替取引契約を締結している銀行との連絡， 日本の経済事情の調
査3 資料収集などを行っている 14) これらの駐在員事務所の進出も， 1960年代に入ってから進み 3
1970年代になると，支j苫の立地と j司様な速度で進行したが，石油危機以降は著しく減少した.
第3期:1980年以降
1970年代の後半から， 1ヨ本政府の方針が支出増設にIY~J して弾力的に認めるようになった. そのた
め，当期に入って支j苫数の増加は， 1970年代の初期と同様な速度に戻った. とくに事務所の増加数は
顕著な動きをみせ， 1986年には 1年間で15の事務所が開設した. しかし，支j古の開設も1985年にピー
クを迎え，そののち開設数が減少し事務所の開設も87年に至って前年に比べてその数が減少してき
た. したがって， 最近になって， 進出数が停滞ぎみになってきたことが特徴的である. たとえば，
1986年7月に中国の Banl王ofChinaが支出を開設して以来， 1987年10月にカナダの National Bank 
of Canadaとニュージーランドの Bankof New Zealandが支局を開設するまでの 1年余の簡には，
外国銀行の新設);5舗は皆無であった.
ただ，国ごとに日本への進出が多少異なっていた.アメリカ系の銀行についてみると， 1984年に進
出した Ban1王ofHawaiiを除いて， 1974年以降新たに進出した銀行はなかった‘そして， 1980年以
降，アメリカ系銀行の支出は，わずか 5行増えたにとどまった.一方，アメリカ系銀行は，最近，経
営の合理化，あるいは他の外国銀行による買収などの理由で3行減少した.ただし， このことは，ア
メリカ系銀行が同ークループ内の証券会社の進出を実現させるために，銀行支j苫業務をやめた例がみ
られ Iヨ本への関心を無くしたことと解釈すべきではなかろう 15)
1975年と87年を比較すると，増加数38行のうち， ヨーロッノとからの進出が18行， アジアから38行，
その他，オーストラリア・カナダから刊行となった.アメリカ系の銀行の進出が頭打ちとなり，その
一方で， ヨーロッパ・アジアの諸国の銀行が進出するようになっている.オーストラリア・カナ夕、、な
どからの銀行が増えたのは， レシプロ方式(相互主義)の問題があって，従来， !，註在員事務所のみの
Øl~設が認められていたが，それが解決したことによっている.
また， 1ヨ本国内における進出状況を地域的にみると，かつては支宿所在のほとんどが東京に集中し
ていたものの，近年になると，大阪への進出も目立ってきた. とくに， 1984・85年の2年間に新設さ
れた15支j古のうち， 9支);5が大阪であり， 5支!苫が東京， 1支j古が名古屋であり，大阪への支倍立地
数が東京のそれに比較して|凌がしていた. とくに， シンガポーノレ・インド、・タイなどのアジア系の銀
行は，東京へまず進出しそののちに大阪に第二番目の支j古を開設し， 日本国内で二極の拠点形成を
目ざしている.一方，ネ1I戸・横浜市における支j百数は，経営合理化のjえから大阪・東京へそれぞれの
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支}Iij を l没収・ ~iり裂する動向もあり，減少傾向を示している.この傾向は，前記の外国銀行の日本にお
ける東京・大阪二極拠点立地の動きを一層強めるものである.
このように， 1970年代から外国銀行のF]木への進出が開始し， 80年代に入ってそれに拍車がかけら
れるようになった.その背景には，まず第ーに 1=本の金融資本市場そのものが醤際的にみて巨大化し
たことによる.それと伺1寺に，金融取引手段としてのp=jの国際的地位が向上するとし、ぅ fl=jの国際化が
進行した. すなわち， 日本の貿易取引のP=j}I比率が高まるとともに， 資本取引での円の国際化が進
み， I主|際{責m場で、の円建伎の割合が高率になっている.
また， J長近の著しい変化は，たんなる金融のi主i際化という領域をこえて， -1立界の主要な金融センタ
ーを連結する 2411寺 IINH本 f!~リが確立されたことであった.この主要な金融センターを結ぶ金融取引の発達
は， 金融のク lコー パノレイヒ (globalization)とも表現される 16) このような時代の世界における金閣!の
特徴は，通信技術の発達，金融の証券化などによって，金融の急速なグローパノレ牝が進展した点に求
められる. したがって，かつてはアメリカ合衆国のニューヨークとイギリスのロンドンの二大拠点で
!日:界の金融市場が動かされてきたが，東京が欧米両市場の時差を補完するには十分な地理的位置でも
あった.それに加えて， NICSを背景とする東アジアの後背j告が存在することも重要なことがらであ
っナこ17)
次に外国証券業者の対fl:進出状況をみてみよう.混在ある外国証券支応で最もl:fく/)F!設したのは，
アメリカ合衆国最大の証券会社であるMerrillLynch祉の子会社の支出ーであり， 1972年であった.同
年には，わが国で、外国証券法が施行された.それ以降，進出形態としては，駐在員事務所で、あり，そ
れらの役割は本勘定での仲介取引に繰られていた.第 11玄lが示すように，現在ある外国証券会社の
うち， 1978年から1983年までの 5年間には毎年 l社だけの進出にとどまっていたが， 1984i'I三になると
2社となり， 85年には10社， 86年には18社の進出に達するようになった.外国証券会社の進出は銀行
のそれぞれに比べて，年代的には遅れたが，近年になって速度を平めてなされている
車 外国金融機関の諸相
111-1 外国銀行支jiE-事務所の詰特性
111-1-1 外国銀行支市と事務所の|翠内分布
1987年12月末日現在p 在日外i君銀行支!苫は81行115支j古であった.その115支);Sが国内のいかなる場
所を選択したかを，第4図が示している.全体の69.6%に相当する80支広が東京都内で開設しその
約 4分の 3にあたる61広告Iiが千代!琵区に立地する 東京都に続いて，大阪市に27の支!百が存在する.
東京都と大阪市に開業する支出数を合計すると，実に93.1%~，こ達する
1977年と87年の両年における外国銀行の国内分布を比較するために，第 21玄!と第 41玄iを対照してみ
ると，東京都の立地が67.2%から69.6%へと，わずかながら上昇している.同様に大阪市への立地の
割合t，17.1%から23.5%へと高まっている.すなわち，最近10年間の支出進出数の絶対値・相対値
の両者から見てもわかるように，東京・大阪の二大拠点が形成されつつある.アメリカ系やイギリス
・フランス系，そして香港・台湾・インド・タイ・シンガポール・ i;母国などのアジア系の銀行の多く
80 
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第 4図 在日外国銀行支j吉の閣内分布 (1987年12月末
日) (資料:大蔵省)
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第 5圏在日外l謹銀行事務所の国内分布 (1987年12月
末iヨ) (資料:大蔵省)
アメ 1)カ合衆国
(44.7%) 
。
は，まず支jiEを東京に立地させ，そののちに大
阪にも支絹を拡大させている.
外国銀行事務所に関しても， 1987年12月末日
現在で，匡i内でいかに分布しているかを知るた
めに，第 51玄凶作製した.外国銀行の駐在員事
務所の場合には，割合が高率であり， 8. 2%~.こ
も達する述のように駐在員事務所の主要
業務が日本の経済事情の調査，資料収集などの
ため，それらの情報量が日本で最も集まる東京
に指向されて，東京の立地が進むものと忠われ
る. 東京以外では， 大阪に 10.2%の立地があ
り，東京と大阪に開設する事務所を合計ーする
と，国内の分布のほとんどである
盟-1-2 外国銀行支と事務所ーの国籍
1977~ì三 3 月末日現在，外国銀行は53銀行76支
j吉が存在しそれらは15カ国から進出してきて
いた. 76支j苫につし、て，その国7JIの内訳を示し
たものが第 6図である.まず第一の特色は，ア
メリカ合衆国系の銀行が多くの割合を示してい
ることである.アメリカ合衆国の銀行のうち，
Bank of AmericaとCityBankはそれぞれ6
支)苫と 4支応をもち 3 東京をはじめ全国に支
網をすでに形成していた. イギリス系の銀
行も 91百合li存在し，そのうち， The Chartered 
Banl王は支広を4行もち，東京・大阪・横浜・
ネrt1戸を結ぶ支脂綿を築いていた.アメリカ・イ
ギリス両国系で過半数を占めていた.
10年後の1987年12月末日になると，在日外国
銀行支応の国別内訳の状況が兵ーなっている(第
50 100% 
第 6罰 在日外国銀行支f苫の国別内訳 (1977年 3月末日) (資料:大蔵省)
アメリカ合衆国
(24.3%) 
。 50 
その他
(27.0 ) 
100% 
第7図 在日外国銀行支jiEの国別内訳 (1987王子12月末日) (資料:大蔵省)
その他
(34.8) 
。 50 100% 
第8図 在日外国銀行事務所の!重別内訳 (1987年12月末日) (資料:大蔵省)
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7図)• まず， このl時点になると， 81行115支自に増加し， 24カ国から銀行を進出させるようになり，
主要因の銀行がiおそろった!惑がある。 1977年3月末日現在では， ヨーロッパ系が6カ国，アジア系が
7カ国であったものが， 1987年の12月末日になるとそれぞれ 9カ匡l， 10カ国と増加iし，さらにカナ
グ・オーストラリア・ニュージーランドが新たに力日わった.外国銀行の加を見る限りでも， 1=本
がアジアの金融機能の中心地に成長していることを物語るだけでなく，世界各地カか、ら銀行が集中し，
世界の金高慰融rt虫l!機能の仁中i
上記1刊O年!日問;間号でで、致変=容しナたこ注i自Eヨiすベき点としては， アメリカ系の支屈が6行， イギリス系の支屈が2
行， それぞれ減少したことである. アメリカ系の銀行のうち， 1954年に進出した AmericanExpress 
銀行が収益不振を理由として廃業し， 証券業へ転業したため， それが有していた支広が閉j古となっ
た. まずこ， Banl王ofAmericaの5支自のうち， 3)苫舗が1~'l)~5 となり， Continental Illinoisのように
東京と大阪の 2J古舗を所有していたもののうち，大阪j苫舗を I~~J)百にすることもあった.
上記のように，支j百数を多数保有していたアメリカ・イギリス両国系の銀行が総計で、その数を減少
させたため，在日外国銀行の国別構成はよりーj喜多様化することに拍車をかける結果となった.
在日外国銀行事務所の国別内訳を見ると，その構成は支応のそれと比較して，きわめて多彩で、ある
(第8図). 1987年現在， 127事務所があり， 33カ国から進出している.支)~5を進出させていないが，
事務所のみ日本においている国として，中南米から3カ国， ヨー ロッノミカユら7カ|雪3 アジアから1カ
窪l，そしてイラン・サウジアラビア・ヨルダン・バーレーンの西アジア諸国から 4カ国があり，合計
15カ国になる. このように支j苫と事務所ーの両者を合わせると， 39カ国からの進出を数え，東京を中心
とした金融ネットワークの緊密化の進展がうかがえる.
なお，外国銀行のうち，事務所だけを所有する場合には，それを東京に立地させることが多く，そ
のfm，支jEと事務所の両者を保有する場合には，支j古を東京に立地させ，事務所を大飯などの東京以
外に配置することが多い.
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11[-1-3 外出銀行支出と事務所の東京都心部における分布
1987年12月末iヨ況在， 外国銀行支J;t~の全数日 5行のうち， 66.5%に相当する80)古舗が東京の都心に
位i置する千代1・仁iコ央・港の 31豆に立地する.千代EIに61支，港区に15支jι 仁中l
上記3引|区玄の司中コでは， 千代 1:13珂i日 区の集仁iコが!圧王倒 i的~I拘i均守でで、あり， 1=:1本全体の外医行支Jlj'の53%にあたる61広告Ii
がl司区で開業している
第91玄!は) 1987年12月末日現在の在日外国銀行支出の千代田・中央. 3 1玄における分布を示して
いる. 10年前の分布を示す第 31ヌ!と比較すると，分布の l中心が大手町 1 丁 1=1 から丸の内 1~3T[I ，
そして有楽町-1 了 1~1 の細長い地区であることには変わりない.内藤3:r~~j ・水品川 i和夫18) らは， 1987年
に国土庁が外国金融機関に対してアンケート調査を行った結果のうち，都心立地指向に関して，以下
のように紹介してt、る.都心部の指向は， まず第一に交通の利便tl_:にあり，外国銀行は，有価証券等
の輪送上の利便性を理Itlとして， 日本銀行との近接性を重視しているー
第 31認の調査時点である1977年3月末日から第 91玄iの調査時点である1987年12月末日までに開設さ
れた支}~l~数は，千代FH ・中央・港区の 3 沢内では32行であった.それらの地域的内訳を調べてみる
と) 1977年 3月末日寺点で集積の著しかった千代日:1r)(~丸の内 1 ~3TI三い大手111]" 1丁目・有楽町.1了[1
には， さらに12行の立地があった. このように， 銀行の既存の集積地により集中を高める傾向があ
る
一方，千代日7区内でも， J二記の集積地区から離れて) I勾さ7; 1H]牟 1~2TI~1 に 8 行手lJl [ß小川町ーに 2 行
のそれぞれ抗告1i開設があった.その他，中央区でも，八重洲から日本橋室I!lJvこ至る地区に， 3行が立
地した.また) ~を i玄への進出は， 7行を数え，そのうち都市再開発事業により1986年に竣功した赤坂
1丁目のアークヒノレスJこは 3行が開設した. このアークヒノレズには，アメリカ系の Bankof America 
の支広のうち，千代田区丸の内 l了司にあった支応をもこの期間に移転させたため，合計 4行が入居
することになった.後述するように，新たに建築された高層ビノレで、あるアークヒノレズには，その他外
国銀行の事務所や外国証券会社も開業するようになっている.
情報化に対応したインテリジェント・ヒソレと呼ばれる高層ビノレに対しては，外国金融機関の需要が
大きい.国際的な金融情報を常時必要とする外国金融機関は，多くの計算機をはじめ機器類の配線ケ
ーブノレを必要とするため，既存のピノレで、あると，床を上げなくてはならない. さらに) 241時n，¥jのディ
ーリング・ノレームが必改:になると，冷暖房施設のスペースが要求される. このように，金融業務の国
際化に対応してまとまったオフィス・スペースを供給するようなピノレに対して，外罰金融機関の需要
が集中する結果となっている 19) このようなインテリジェン卜・ビノレは，上記のように情報化に対応
しているため，多少，都心部の金融機関の集中地!玄から離れて建設される場合でも，需要は多い.そ
して， このような新しいビノレ訴がiヰコ核となって，外国銀行の立地は，徐々に既存の集中地区から外縁
部に進み， より広LぺぬI8に及ぶ傾向が生じている
第10図は) 1987年12月末日現在の外国銀行事務所の東京都心31玄における分布を示している.前述
のようにp 外国銀行の事務所の東京都への集中j支は， きわめて高い. 総数127支のうち， 88.2%に
あたる112支出が東京都の千代田・中央・港の 3区に立地している. 第10図は， J二記 31玄に開設する
@外国銀行支応 -cコー JR駅
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第9図 在日外国銀行支宿の分布 (1987年12月末日) (資料:大蔵省〉
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第10図 東京31K(千代田・中央・港)における外国銀行事務所の分布 (1987年12月末日) (資料:大蔵省)
注:ただし， この地図外の港区に 5事務所が立地する
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大部分の事務所の位置を示している.分布の中心は， J R有楽町?と近い丸の内 3丁目と有楽町1T自
にかけた地慌で、ある.しかし，外窪l銀行の支)苫の分布に比較して，事務所のそれは分散している.第
10図の筒1去に含まれない港区や新宿・渋谷・文京涯にも，分布が広がる.事務所の場合，窓口業務を
行わず，情j(，I~Jl又集が主たる業務であるため，銀行が集中する都心地区から離れて立地することが可能
と恕オつれる.
1I-1-4 外患銀行支j百・事務所の経営状況
外国銀行の日本への進出が進んでいるが，外国銀行のわが国における業務の都合は，預金・貸出に
関しては， 全国銀行のそれぞれO.8~， 2.04~ (1987年3月末日)である20) 現在のところ外国銀行
の業務の割合は，わずかなものにとどまっている.それに対して，外国の例をあげると，アメリカ合
衆国での商業銀行の貸出に占める外国銀行の割合は， 2. 3% (1986年6月末日)に達し 日本の銀行
も8.4%を占めて， 外国銀行のうち第1位の割合を有している21) このようにアメリカ合衆国とイギ
リス両国では，外国銀行の進出に関して制守で、はない.
外題銀行のわが国における対全国銀行の預金・貸出に関する割合の変還をみてみると， 1977年3月
末日には，それぞれ0.93%，3.36%であった。したがって， 1977年と1987年の10年間を比較すると，
外国銀行の対全国銀行の預金に関する割合は安定しているものの，貸出の割合は， 1982年をピークと
して大きく低下する傾向にある.
わか国の経済の高度成長期には， 資金に対する需要が旺盛であり， 在日外閤銀行は外貨借款のう
ち，i昔入金の使途に制限のない中・長期インパクト・ローン (impactloaη〉 の供与をほぼ独占的に
認められていた.そのため，外面銀行は臼木の銀行の資金不足を補し、つつ，そのシェアをJ広大してき
た. しかし，その後， 日本の経済が低成長期に移行し，限界的資金供給者として位置づけられた外国
銀行に対する資金需要が低迷したほか， 1980~三12月まで外国銀行の独壇場であったインパクト・ロー
ンが日本の銀行にも自由化され，外国銀行にとっては従来のシェアを弓本の銀行十こ奪われる結果とな
っナこ22)
第11図は，在日外国銀行支j古の資産と負債に関して， 1969年から1986年までの変濯を示している.
資金についてみると， まず第lの特色として， 貸出金の割合の低下が顕著である. 1970年代後半ま
で，貸出金は総資産の80%を越える割合を占めていたが， 1980年代に入ってからその割合が低下し，
1987年には32.8%に至っている. 日本の銀行の場合には，貸出金は総資産の約60%であるため，外国
銀行以外の貸出金の割合がそれに比較すると，著しく低下している.貸出金の減少部分を補うものと
して，外貨預け金・コーノレローンが増加してきた.これらは， 日本の銀行のインパクトローンや外債
i持入の原資となるものである.このように，外国銀行の市場戦略は，従来のローンを中心とした業務
から，外為・僕券のディーリングなどのフロー業務に重点が移行するものと思われる.
負債に関しては，預金の割合の急速な低下が注目される. 1987年には， Ji金が全負長額に占める割
合が， 12.7%にまで低下し， 日本の銀行の約65%と比較すると，著しく低い.外国銀行の場合には，
広告1i形態の制約もあるため，個人環金の吸収の業務を行うことは困難である.資金調達は国内外のマ
ーケットからの市場性資金の吸収に大きく依存している.また，外貨は，主として在外支!苫が調達し
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第11図在日外国銀行の資産と負告(資料:大蔵省〉
た資金を，本支勘定を通じて取り入れるようになっているため，本支j苫勘定が総負債に占める割合
は， 1969年の29.0タぎから77年には53.5%に達した. しかし，その後は市場性資金の取り入れが活発化
したために，本支i;1~ 勘定の割合は，やや減少し， 1987年には40.4%にとどまっている
1lI-2 外国証券業者の諸特性
1987年12月末日現在，わが国で、の外国証券業者は47である.そのうち93.7%に相当する44社が東京
都内に立地し，東京への集中が著しく，東京都以外での 131~1設は，大阪 2 社，名古屋 1 社であり現在の
東京の千代IJ・港・中央区にDiI]設する外国証
券業者の分布は，第13[~fが示す.分布の特性と
して， とくに集中地症が克いli¥せないことであ
る.分I{IJが多い地区を強いてあげるならば，千
代1区の大手IIJ1丁目から丸の内 1"-'3 TIヨ，
有楽町・ 1l‘EI，そして内幸fIlJ1丁目にかけたおn
長い地区である.この地区は，前述の外国銀行
の支J;i~ ・事務所が集中する範囲にほぼ一致す
る. ただし， 新霞が関ピノレやアークヒノレズの森
第12図 在 1::1外国証券業者の匡!内分布 (1987:.'1''.12月末
ビノレ内にもそれぞれ 4社， 6社が入居してお lヨ) (資本1.:大蔵省)
り，上記の分布の多い地区から離れて立地が進んでいる.
し、ずれにしても， 日本の証券会社が集仁iコして立地する千代田区には，外国証券会社の開設がわずか
ところきわめて限られている (第ロ図)• 東
京都の!こ!こ1では，千代旧区(全数のうち6.0%) 
と港区 (21.3%) 同区にとりわけ集中してい
る
87 
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である. 第13区!にみるように， JR線の東側には， わずかに4社が立地するのみである. したがっ
て，外国証券会社の立地は， 日本の証券会社の集仁1:1する地区よりも，むしろ日本の銀行が集仁|コする地
12互にm向している.
iI}述のように，外国証券会社の立地は，国内外の金融機関が集中する JR東京.lID(と有楽1IJ釈を結ぶ
西側の地区から雛れる傾向も生じている.その代表例としては，港区の六本木再開発で、誕生したアー
クヒノレズの森ピルへの入居で、ある. このアークヒノレズは， 1986年4月に完成し， ビ、ノレ内には， パラボ
ラアンテナ， OA (オフィスオートメーション)機器配線Aのフロアダクトが完備し，本格的なイン
テりジェントビノレとして，東京の国際化を象徴するものとして各方面から注目されている23) 37階建
てのオフィス棟(18万1， 833nDに外国銀行事務所が4社，それぞれが入居している，これらは，す
べて2措以上に位建し， I空中j古舘iJと呼ばれるものである.外|罰金融機関の機能の特性により，対
人サービスが減少したために l 階に位置しない出舗も噌大している.
第14区iは， 日本に進出している外面証券業者木社の国別内訳を示している.第l位の香港からはじ
まり， アメリカ合衆国・イギリスが続く.さらにケイマン諸島には直接税が諜せられないため，オク
ション・センターとして多数の外国企業が名目上の本社としている.
実際上の在日外層証券業者の国籍別内訳に関しては，第151玄iが提示している.本i玄[からもわかるよ
うに， アメリカ合衆国の証券会社の進出が圧倒的に多い.それにイギリスと西ドイツを加えると，突
に91.5%の割合に達する.したがって，第14図の木社の所在地別内訳と木|玄lの内訳とは，大きく異な
り，後者の方が外国証券業者の資本の性格を明|援に示している.
以上見たように，近年，アメリカ合衆国・イギリス.iZ!:iトγ ッを中心とした外国証券業者の東京へ
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第14図 在日外国証券業者木社の国~rJ 内訳 (1987年12月末日) (資本1.:大蔵省)
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第15図 在日外国証券業者の国fdjJ.llj!巧訳 (1987年12月末En (資料:アメリカ硲工会談所他)
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の進出が活発化した背景に対して，以下のような考察がなされている.まず第一に，東京証券市場自
体の規模の急速な拡大や公社債市場やユーロ円債市場の急速な拡大がある.一方， 1:木の投資家によ
る外国債券，外国の株式取引の大1m!増，そしてアメリカ合衆国の年金者をはじめ各問機関投資家がよ
り安定し，かつ，収益性の高い投資先を求め 3 海外投資意欲が高まってきたことによる.それに加え
て， 日本の企業の資金調達が海外に向けられるような国探化がよりー罵進んだ. 間fI寺に， 金融のグ
ローパリゼージョンの進展により，証券市場でもロンド、ン・ニューヨークと並ぶ三大拠点のーっとし
ての東京市場への関心の高まりがあげられ， その動向が外国証券会社の進出を一段と誘発させてい
る24)
こものような外国からの証券会社の進出によって，外国証券会社の従業員総数が急増している. 1:経
公社債情報によると，在日外国証券会社の1986年6月末日の40社全従業員数(r';t， 1， 996人であり， 1 
社平均の従業員数~ì ， 49.9人であった.それが， 1年半後になると， 47社の全従業員数は， 5，146人
に達し l社平均の従業員数は， 109.5人に至っている. このように外国証券会社そのものの数の増
加とともに，各社の規模が拡大している.
外国証券会社の日本支j百の業務内容に関しては， 1971年9月に出された「外国証券業者にi期する法
律Jvこより規定されている.外国誌券会社が日本で支j古を開設する!探には，大蔵大I~Iの免許を必要と
すること以外には， 日本の証券会社の業務開始とその内容について，基本的な差具はない.
外国証券会社のうち， 日本で開設して間も無し、会社は，外国の株式を日本の事業所や生命保険会社
・損害保段会社・銀行のような顧客に販売することを主要な業務としている.一方， 日本企業が外国
で起債または新株を発行する場合には，当該i主!の発行市場で実績のある外国証券業者を引受幹事に依
願することが多い.外国境，外国株をはじめとし，外国の市場の状況を熟知し，経験豊富な外国証券
業者との取引は，金融のグ iコーパリゼーションを背景に，多様化・国際化の進展する日本の投資家の
資金の運用や日本企業の資金調達の両者にとって，利するところが大きい25)
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外国証券会社のうち， 1:木での開設後i時間が経過するに伴い，取引先や人材の確保が進み，業務の
基が確立してくると，海外の投資家のみならず 1:木の事業法人等に対しでも， I主|伎や国内株式の販
売を行う会社が増加しつつある. 1:本の株売買業務の拡大やj主l内投資家との取引きを促進することを
目ざし，東京証券取引所の会員権の取得を希望する外国証券会社が増えている.
東京証券取引所は，長年にわたり外国の会員を持たなかった. しかし，近年，証券市場の国際化が
進むにつれて，東京証券取引所市場への外国証券会社の直按参入が時代的安請となった。外IJ~J証券取
引所は， 1982年に制度改正を行い，外国証券会社の会員)1入を認めたが，会員定数に余浴がなく， こ
の制度改正による外国証券会社の会員加入は実現しなかった.
1983年には， 日米円ドノレ委員会で、アメリカ合衆国側の望を契機~こ，大蔵大[:lから東京証券取引所
に対して会員制度の検討の要詰がなされた. 1985f!三に会員定数を10社増やし，新たに|主|内証券会社4
社と外国証券会社6社の会員力n入が承認され，東京証券tLx引所は外国の政治家等からの安望に応える
と同時に3 証券市場の一層の発l突のためにも，会員数の再拡大が必要との認識に立って， 1987年11月
に定数枠をさらに拡大し，その結果，外国証券会社16社が会員として加入した26)
最近では従来からの伎券・株式の関業務に7Jl:1えて， 外国証券会社が M& A & D (Mergers and 
Acquisitions and Divestitures)と呼ばれる企業合併・買収・事業分割業務担当の人材を配置し，本
社と連携して国境を越えた企業の合併・買収の斡旋に乗り出すものもある.また，外留証券会社のな
かには，同種通貨で異種金利の交換やi可種金利で異種通貨の交換を行う通貨・金利スワップ (swap)
業務を行うものも増えてきた.し、ずれにしても，在日外国証券会社は3 証券形態での国際資本流通の
媒体になっている. このように外国証券会社の業務内容の多様化が，それぞれの規模の肱大を促がす
結果となっている.
IVむすび
近年，円高によって東京外国為替市場に資金が集中するようになり，一方，金融の自由化・ i話機化
・グローパノレ化が進展するために，外国の金融機関が多数，そして急速に日本， とりわけ東京都心部
に進出するようになった.これらの状況は，都心部のオフィス需要を増大させ，ひいては地価高騰の
引き金の一つにもなった.本論は，東京において，外国の金融機関がいかに進出し，その結果，都心
部がし、かに変容しているかを地域的観点から分析することを目的とした.切らかになった諸点は，以
下のようにまとめることができょう.
1.外国銀行が日本へ本格的に進出するようになったのは，第二次世界大戦後の1949i:f三tJ、粋であっ
た.外国銀行の初期の立地は，主として東京と大阪であった.当時の銀行は， アメリカ合衆国の銀行
が多いものの，その国籍は比較的多様であった.その頃の外医i銀行のl中心的業務は，外国為替業務と
外貨貸出業務であった.
2. 1950年代から60年代にかけて， 外国銀行の進出はごく絞られたものであった. 1970年になっ
て， 日本政府も銀行の国際化を進める方針に変更したため， 70年代初頭に多数の外国銀行の進出があ
った.しかし，そののち石油危機を契機として， 1970年代末までは，進出した外国銀行はわずかで、あ
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3. 1970(.:1三代後三!との外国銀行の分布は，東京と大Il&が中心であり， EI本で、の二大拠点が当時すで、に
確立していた. とくに， 東京の千代田・仁ド央ー港の 3区に集まり， そのうち， 外国銀行の集1:こ!地区
は，メLの内 1"-'3 T !~，そして有楽町 1 T I~I にかけた IlJ300m，長さ1，000111の細長い形状を呈するも
のであった.木地区は Iヨ本の銀行の集中地区とほぼ一致するものであった.
4. 1970年代後半以降， 13本政府の方針が外j主l銀行支)古増設に関して知力的に認めるようになった
ため， 1980年代に入ると， 1:本の金融資本市場の巨大化を背景にしながら，外国銀行の広告IiのEJI1設が
急速に増加した.しかし， 1986年以降(<ì，日 íilfi の I~jg設が停rllf気味で、ある.
5. 1980年代に入って，アメリカ合衆国系の銀行の進出が減少し，それに代わって， ヨーロッパ・
アジア・オセアニアからの銀行の進出が目立った.1987年12月末日現在， 24カ悶から銀行の支);~の進
出があり，外国銀行の事務所vì33カ|主|からなり，進出銀行の i主!~容はますます多様化している.このよ
うに，外国銀行の笛籍別から見る限りでも， 日本が世界の金融市場の中心になっている様相を読みと
ることヵ:で、きる.
6 外国証券業者の対1:]進出は，外国証券法が施行された1972年に開始した.しかし進出が本務
化したのは， 1985年以障であった.
7. 最近の外国銀行の東京における立地には，大別して二つの傾向がある.その一つは，前項3に
述べた外国銀行集中地区内に立地するものと，他の一つは情報化に対応したインテリジェント・ビ
ルをi争後として，集仁jコ地区から離れて外縁化するものである. したがって，外国銀行の立地傾向は，
東京都心部内で集中と分散の両者を同時に表出している.
8. 外国銀行の事務所と外l~証券会社の立地Vi，外国銀行-の支);~rのそれと比]1安して，地域的に分散
している.それらの業務内容が，他の機関と誼接接触することが比較的少ないことにより，立地の選
択に地域的制約条件が弱くなるためと忠われる.
9. 外留証券会社は，アメリカ合衆国・イギリス・凶ドイツ系資本のものが多く，そのうちとくに
アメリカ合衆国系のものが多数を占める.外国銀行の支事務所のそれに類似、するものの，比較的
分散的である.最近開設するものは， より分散的な傾向を示す.
筆者は， これまで東京に全国の民間資金を異常に集中させていることを指捕してきた.本論の考察
にみるように，外国の金融機関が急速に進出するために，東京は今やI;E!I巧各地にとどまらず，位界各
地から資金を集め，流通させるにド心地に成長している.今後も進出外i罰金融機関が増加し，加えてす
でに開設しているものは規模を拡大させるため，東京の金融境の整備は急務で、あるー
本稿をまとめるにあたって，福原正弘・ f~りL直美南氏には助言と資料収集でお世話になった í製図は，筑波
大学の宮坂正人氏に依頼した.本研究の一部に，昭和63年度科学研究費在日助金・総合研究Ar流通地理学の総
合的研究J (課題番号62301090，代表者 長谷川典夫)を使用した.以上，記して感誕の15;を表します
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Agglo111erati0l1 of Foreign Financial Institutions in Tokyo 
Nobuo TAKA狂ASHI
Recent decline of the value of foreign currencies against ]apanese yeロ hasattracted 
domestic capital to the Foreign Exchange in Tokyo. 明日thless restrictions， increasing volume 
of capital can fiow across international bounclaries， encouraging the globalization of finance. 
As a result， many foreign banks and stockbrokers have opened their branches in ]apan， 
especially in Tokyo， where increasing demand for 0伍cespace is one reason for the skyrocketing 
of land price. This study has analyzed the locational pattern of foreign financial institutions 
in Tokyo as part of a larger stucly to discuss functional and land use changes in the central 
part of Tokyo. The results are summarized as follows. 
1. The period of the 1950's and 1960's is considered as the time of initial advancement of 
foreign financial institutions to ]apan. There were fe¥v branches of foreign banks in ]apan 
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before the W orld Y可arI. After 1949， several new branches were opened in Tokyo and Osaka. 
Their nationalities were fairly diverse， although U. S. banks were popular. Their main 
function was foreign exchange and lending foreign currencies to J apanese banks. 
2. Many new branches of foreign banks were opened at the beginning・ ofthe 1970' s， 
because in 1970 the government of ]apan lifted some restrictions that had prevented foreign 
fmancial institutions from entering the ]apanese market. After the oil crisis in 1973， however， 
few ne¥N branches were added by the end of the 1970's. 
3. The end of the 1970's showed the concentration of branches of foreign banks in Tokyo 
and Osaka， whose position as two foci of foreIgn五nancialinstitutions in ]apan had been 
established by that time. 1n Tokyo， the locational pattern of foreigηbanks was similar to that 
of ]apanese counterparts. Most foreign branches were located in Chiyoda， Chuo， and Minato 
districts， especially in a rectangular area that was approximately 1000-meter long・and300-
meter ¥vide and situated between Tokyo Station and the 1mperial Palace， i. e.， in l¥1arunouchi 
1-to 3-chome and Yurakucho 1-chome. 
4. The second wave of branch opening occurred in the early 1980's， because during the 
latter half of the 1970's the government of Japan gradually lifted most of the remaining 
restrictions against foreign五nancialinstitutions from opening their branches. The growing 
J apanese finaロcialmarket also accounted for the opening of new branches of foreign banks. 
The increase in the number of branches slowed down， however， inthe latter half of the 1980' s. 
5. The advance of branches into the Japanese market by foreign banks from various 
countries proves that Japan has become one of the major centers of the world五nancialmarket. 
1n the 1970's， many branches were those of American banks. Their dominance has been 
diluted in the 1ヨ80'sas European， Asian， and Oceanian banks advanced to the ]apanese 
market. Consequently the nationalities of foreign banks have been diversi五ed. As of 
December 31 in 1987， there are branches of foreign banks from twenty-four countries. 
FGreign banks from thirty-three countries have 0缶ceswithout banking service in J apan. 
6. Foreign stockbrokers began to enter the Japanese market in 1972， when they gained 
access to the market. The increase of new branches of foreign stockbrokers was slow initial1y， 
but it has been accelerated after 1985. 
7. 1アhereare two patterns of branch location of foreign banks in Tokyo concentrated and 
dispersed. Some branches have been located in the立nancialdistrict in the CBD described 
earlier (see item No. 3). Others have been located in intel1igent buildings， which are scattered 
in downtown Tokyo. 
8. The locational pattern of branches of foreign stockbrokers and 0伍cesof foreign banks 
without banking service is somewhat dispersed compared to that of branches of foreign banks 
with banking service. It is thought that branches of foreign stockbrokers and offices of 
foreign banks without banking service need less frequent face-to-face communication with 
other五nancialinstitutions， imposing less restrictions 011 0自celocation， thereby showing a 
more dispersed locational pattern. 
9. American stockbrokers own most foreign branches in Japan， followed by English and 
West German stockbrokers. The pattern of branch location of foreign stockbrokers in Tokyo 
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is basically similar to that of foreign banks， but somewhat dispersed as noted above (see item 
No. 8). Recently openecl branches of foreign stocklコrokersshow a more strongly dispersecl 
patter立.
The author has pointed out elsewhere that too much clomestic capital is concentrated in 
Tokyo. This study has revealed that foreign capital is also concentrated In Tokyo， which has 
become a ¥vorlcl五nancialcenter as ¥vell as the center for ]apanese capital. Since it is expected 
that existing foreign五nancialinstitutins will increase the size ancl number of their 1コranches
in Tokyo and that more newcomers vil arrive， it is u1月gentto improve the 五nancial
infrastructure of Tokyo to accommoclate the agglomeration of foreign financial institutions. 
